
避難確保計画の作成要領
（対象災害：洪水）

令和７年３月

世田谷区危機管理部災害対策課
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目次

計画作成後、世田谷区に提出
（様式１～８）

※様式８は作成した場合のみ提出

個人情報等を含むため、

世田谷区への提出は不要
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１ 計画の目的、２ 計画の報告、３ 計画の見直し 様式１

■記載内容を確認してください。



3

４ 施設の概要 様式１

①該当する利用形態にチェック

②施設利用者及び職員数を
平日・休日別に記入



５ 施設が有する災害リスクおよび対応形態
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様式２

①施設敷地内の最大浸水深を
記入。「東京都防災アプリ」の防
災マップ機能で確認がおすすめ
です。（６ページ参照）
その他「世田谷区洪水・内水氾
濫ハザードマップ（多摩川洪水
版）」「重ねるハザードマップ（国
土交通省HP）」でも確認できます。

②「重ねるハザードマッ
プ（国土交通省HP）」で
確認し、該当する項目に
チェック。（７ページ参照）

③「重ねるハザードマッ
プ（国土交通省HP）」で
確認し、該当する項目に
チェック。（７ページ参照）

④ ①で確認した最大浸
水深となった場合、施設
の何回まで浸水するかを
記入。

⑤多摩川洪水に関する避難情
報が発令されるような見込みが
ある場合の施設としての対応形
態にチェック。
※多摩川洪水浸水想定区域の
多くは家屋倒壊等氾濫想定区域
であることや浸水継続時間が比
較的長いため、区では水平避難
を原則としています。



５ 施設が有する災害リスクおよび対応形態
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様式２

②施設敷地内の最大浸水深を
記入。「東京都防災アプリ」の防
災マップ機能で確認がおすすめ
です。（６ページ参照）
その他「世田谷区洪水・内水氾
濫ハザードマップ（内水氾濫・中
小河川洪水版）」「東京都浸水リ
スク検索サービス」でも確認でき
ます。

①「世田谷区洪水・内
水氾濫ハザードマップ
（内水氾濫・中
小河川洪水版）」で確認
し、該当する項目に
チェック。

③「東京都浸水リスク
検索サービス」で確認し、
該当する項目にチェッ
ク。（８ページ参照）

④ ①で確認した最大浸
水深となった場合、施設
の何回まで浸水するかを
記入。

⑤中小河川に関する避難情報
が発令されるような見込みがあ
る場合の施設としての対応形態
にチェック。
※施設の一部のみかかってい
る場合等、避難の必要がないと
判断する場合は、その他に施設
利用者へのアナウンスなど必要
な対応を記載。
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①「東京都防災アプリ」による水害リスクの確認方法

■「東京都防災アプリ」では多摩川および中小河川の最大浸水深をまとめて確認できます。

※スマートフォンやタブレットで確認可。PC不可。

様式２

①スマートフォンやタブレットで以下ページのQRコード読み取り等により「東京都防災アプリ」をダウンロード

東京都防災アプリ｜東京都防災ホームページ https://www.bousai.metro.tokyo.lg.jp/1028747/index.html

②以下リンク先の手順により、水害リスクマップを開く

水害リスクマップ｜東京都防災ホームページ https://www.bousai.metro.tokyo.lg.jp/taisaku/torikumi/1000217/1012091.html

③リンク先の検索方法２のマップ選択画面で以下３つを選択

・多摩川、浅川、大栗川洪水浸水想定区域図

・城南地区河川流域浸水予想区域図

・野川、仙川、入間川、谷沢川及び丸子川流域浸水予想区域図

④自施設の敷地内の一番深い浸水深となっている箇所に十字カーソルをあわせ「この場所のリスクを確認」

を選択し、表示された浸水深を確認

https://www.bousai.metro.tokyo.lg.jp/1028747/index.html
https://www.bousai.metro.tokyo.lg.jp/taisaku/torikumi/1000217/1012091.html
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②「重ねるハザードマップ」による水害リスクの確認方法

■「重ねるハザードマップ（国土交通省HP）」では多摩川の浸水継続時間および家屋倒壊

等氾濫想定区域を確認できます。

様式２

①以下リンク先で、自施設周辺の地図を表示

重ねるハザードマップ https://disaportal.gsi.go.jp/hazardmap/maps/index.html?ll=35.353216,138.713379&z=5&base=pale&vs=c1j0l0u0t0h0z0

②地図左上の「災害種別で選択」から「洪水・内水」を選択

③災害リスク情報のとなりの「表示中の情報」タブをクリックし、左上に表示となっている

「洪水浸水想定区域（想定最大規模）」をクリックし、非表示とする

④その下にある「浸水継続時間（想定最大規模）」をクリック。 右側の凡例をクリックし表示。

⑤自施設の敷地内を確認し浸水継続時間を確認

⑥ 「浸水継続時間（想定最大規模）」をクリックし、非表示とする

⑦その下にある「家屋倒壊等氾濫想定区域（氾濫流）」をクリックし、表示。

⑧自施設の敷地内に凡例がかかってる確認。

※判断に迷うような場合は
リスクの大きい方を確認・
記載するようにしてください。

https://disaportal.gsi.go.jp/hazardmap/maps/index.html?ll=35.353216,138.713379&z=5&base=pale&vs=c1j0l0u0t0h0z0
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③「浸水ﾘｽｸ検索ｻｰﾋﾞｽ」による水害リスクの確認方法

■「東京都浸水リスク検索サービス」では中小河川の最大浸水深および浸水継続時間を

確認できます。

様式２

①以下リンク先で、自施設周辺の地図を表示

浸水リスク検索サービス https://www.kensetsu2.metro.tokyo.lg.jp/jigyo/river/chusho_seibi/risk/kensaku.html

②地図中心の赤枠に自施設の敷地内が入るようにし下部の拡大画面で確認

※判断に迷うような場合は
リスクの大きい方を確認・
記載するようにしてください。

https://www.kensetsu2.metro.tokyo.lg.jp/jigyo/river/chusho_seibi/risk/kensaku.html
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６ 防災体制とタイムラインの視点による対応行動 様式３

タイムラインとは…

「いつ」、「誰が」、「何をす
るか」に着目して、防災
行動とその実施主体を時
系列で整理した計画です。

青字の行動は目安です。
確認いただき、施設にあ
わせた内容に修正してく

ださい。
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７ 避難誘導 様式４

①移動距離の計測に
は、WEBの地図サー
ビスが便利です。

②移動手段と移動時の

人員等の体制を考えて

みましょう。

③移動距離・手段や職

員体制から、避難に必

要となる時間を考えま

しょう。

■避難先までの経路を確認し、避難方法について整理しましょう。

④避難に必要となる時

間を踏まえ、避難を開

始する基準となる情報

を記載してください。

※区が一般的に要配

慮者に避難を促すタイ

ミングは「高齢者等避

難（レベル３）」です。

⑤施設内等で少しでも身の安全が

確保できるような場所を記載してくださ
い。

※該当がある箇所の記載
のみで構いません。



ポイント！

■多摩川洪水浸水想定区域内に施設が位置する場合は、浸水リスクや土砂災害リスク

がないところへの 【水平避難を基本】としましょう。

■水平避難を検討した上で、避難する方が利用者等の命に却って危険を及ぼしかねな

いと判断する場合は、垂直避難（上層階への避難）等、命が助かる可能性の高い避難

行動を検討して下さい。

■垂直避難の場合、避難生活の長期化の可能性があることも念頭に対応を考え
ましょう。

（世田谷区内には、最長で３日間程度浸水が継続することが想定される地域もあ
り、支援等が届かない可能性もあります。）

■施設利用者の避難生活環境確保の観点から、提携先の施設や知り合い
の施設などは有力な候補となります。

留意事項
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①避難先の選定について 様式４



□「重ねるハザードマップ」の作図機能で、自
施設や避難先、避難経路を追加すること
が出来ます。距離計測も可能です。

□作成した地図を印刷するか、画像データと
して保存して避難経路図として下さい。

（避難場所）
●●●中学

校

グループホーム ●●苑

（避難経路）
県道●号線を通行

避難経路図（イメージ図）
印刷

作図機能

印刷等は、
「その他」
ボタンから

◇マーカー：施設位置を設定
◇線を追加：避難経路を設定
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【参考】ハザードマップポータルサイトを使った避難経路図の作成



■記載内容を確認してください。
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８ 情報収集・伝達

ポイント！

■設定した情報収集先は、非常時にもすぐに使えるように

パソコン等のお気に入り機能へ登録等をしておきましょう。

■世田谷区では、洪水予報や避難情報等を「世田谷区災害・

防犯情報メール」で通知することとしていますので、以下リン

ク先よりご登録をお願いします。

https://www.city.setagaya.lg.jp/02049/594.html

様式５

その他、風水害時の情報収集の詳細は以下区HPで

ご確認ください↓

災害時の情報収集方法（風水害編） | 
世田谷区公式ホームページ

https://www.city.setagaya.lg.jp/02049/635.html

https://www.city.setagaya.lg.jp/02049/594.html
https://www.city.setagaya.lg.jp/02049/635.html
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９ 避難に必要な設備の整備 様式６

■記載内容を確認し、必要に応じて修正してください。
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10 避難に必要な装備品や備蓄品の整備 様式６

■記載内容を確認し、必要に応じて修正してください。

＜垂直避難する場合の対応について＞

• 垂直避難の場合、浸水の長期化や孤立等
により、水や食糧、医療品の確保や体調
を崩した場合の処置等に困難を伴うことも
想定されます。

• 必要な物資の備蓄や、連絡体制の確保、
カルテのバックアップ、最低限必要となる
照明や医療機器のための自家発電設備
等の準備を整えておくなど、避難生活の長
期化に留意して下さい。
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11 防災教育・訓練 様式７

■記載内容は例示です。必要に応じて修正してください。

ポイント！

■避難訓練の実施時期は、出水期（６月）前に
設定することが好ましいです。
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12 自衛水防組織の業務に関する事項

①別添、別表1,2を活用し、組織を設置する

①別添、別表1,2を活用し、組織を設置する。

②研修及び訓練計画を立てる。

③設置したことを世田谷区へ報告する。

作成の手順

②研修・訓練計画は【様式７】
に基づいて記述する③自衛水防組織を設置

したことを世田谷区に
報告する

＜留意事項：自衛水防組織の設置について＞

• 施設利用者の安全確保のための体制のことであり、避難

確保計画の検討内容に基づく防災体制に他なりません。

• 自衛水防組織の設置は努力義務ですが、設置すること

が望ましいと考えられます。設置した場合には、市区町村

への報告が必要です。

• 既に自衛消防組織を設置している場合は、それらの情報

も活用してください。

様式８
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①自衛水防組織活動要領

①施設名を変更する

②班構成を修正する

作成の手順

①施設名を変更する

②班構成を修正する

別添
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②自衛水防組織の任務 別表１・別表２

【別表１】

防災体制一覧表を活用する

【別表２】

記載内容を確認する

作成の手順

様式13【防災体制一覧表】を活用
する

記載内容を確認する



20

13 施設利用者緊急連絡先一覧表 様式９

＜留意事項＞

• 施設利用者の連絡先等の情報は、定期的に確認・更新することが必要です。

• 施設利用者の保護者や家族への緊急時の連絡先や緊急搬送先を整理しておくことが有効です。

①施設利用者の氏名、年齢、住所を記入する。

②施設利用者の緊急連絡先となる情報（氏名、続柄、電話番号、住所）を記入する。

作成の手順

※区への提出は不要



＜留意事項＞
• 連絡が途切れた場合にも連絡が繋がる
ような連絡網と運用ルールが重要です。
（例：連絡がつかない場合は一旦次の人
に連絡し、同じ人が後から確認すること
をルール化する 等）

• 連絡先は定期的な更新が必要です。

施設管理者や従業員等の

施設関係者の緊急連絡網および

を作成する

作成の手順
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14 施設職員用緊急連絡網 様式10

※区への提出は不要
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15 外部機関等の緊急連絡先一覧 様式11

※区への提出は不要

世田谷区洪水・内水氾濫ハザードマップより抜粋

左の表を参考に外部機関等への
緊急連絡先一覧を作成する

※各施設の提携機関等適宜追加
してください。

作成の手順



＜留意事項：移動手段等について＞

• 移送時に搬送車の手配が必要な場合、夜間や大雨等の状況も念頭に、必要台数が手配できるか事前確認が必要です。

• 十分な人員がいるかにも留意が必要です。

• 避難誘導にあたっては、独歩、護送（車いす）、担送（寝たきり）など、利用者の移動能力に応じて、搬送具や患者用ライフジャケット等の資器
材の活用を含めた検討が必要です。

• 浸水によりエレベーターが停止すると自力移動困難者の移動に時間がより必要となることを念頭に、早めの避難準備開始が有効です。
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16 対応別避難誘導方法一覧表 様式12

※区への提出は不要

整理した避難先と移動手段をもとに

■要配慮者の特性を踏まえた移動手段
を整理する。

■誰が対応するかを決定する。

■避難誘導の必要時間を考える。

作成の手順
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17 防災体制一覧表

①各要員の役割に適した担当者
を決める

②各要員の対応内容を決める。

＜留意事項＞

責任者と連絡がつかない場合や

担当者が不在の場合にも対応可能な

組織づくりを考えることが重要です。

作成の手順

様式13

※区への提出は不要
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